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ETFが指数に連動する仕組み



■当資料は、投資者の皆様に「上場インデックスファンド」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した
販売用資料です。

ETFの価格
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販売用資料

終値 翌日終値 差額 変化率
日経平均株価 21,410 21,731 321 1.5%
ETF (1) 22,090 22,421 331 1.5%
ETF (2) 1,727 1,753 26 1.5%

（例） 日経平均株価に連動する＝指数の変化率に連動すること

※信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成

証券コード 管理会社 銘柄名 終値
21,410 （小数点四捨五入）

1 1330 日興アセットマネジメント 上場インデックスファンド225 22,090
2 1578 日興アセットマネジメント 上場インデックスファンド日経225（ミニ） 1,727
3 XXXX D社 日経２２５ETF 22,010
4 XXXX NO社 日経２２５ETF 22,040
5 XXXX B社 日経２２５ETF 22,100
6 XXXX M社 日経２２５ETF 22,130
7 XXXX A社 日経２２５ETF 21,590
8 XXXX S社 日経２２５ETF 21,490
9 XXXX NZ社 日経２２５ETF NA

2019年10月4日

日経平均株価
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何故、ETFの価格は指数に連動するのか

指数比率 ETF組入比率

9983 ファーストリテイリング 10.7% 10.5%
9984 ソフトバンクグループ 4.3% 4.2%
8035 東京エレクトロン 3.4% 3.4%
6954 ファナック 3.4% 3.3%
9433 ＫＤＤＩ 2.8% 2.8%
6367 ダイキン工業 2.4% 2.3%
4543 テルモ 2.3% 2.3%
6971 京セラ 2.2% 2.2%
4063 信越化学工業 1.9% 1.9%
8028 ファミリーマート 1.8% 1.7%

日経平均株価採用銘柄

※2019年9月30日基準、ETFは上場インデックスファンド225（1330）

ＥＴＦ指数 ≒

※信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成
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ＥＴＦ指数

ＥＴＦ指数

ＥＴＦ

指数
ＥＴＦ

指数ＥＴＦと指数（株価）の
価格は裁定が働き、
価額差が発生しても
収束

何故、ETFの取引価格は指数に連動するのか

市場参加者・マーケットメイカーの働きが重要です



ETF取引の仕組み
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売買の活発でないETFでも2社以上の指定参加者（証券会社）が流動性を提供
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※上記はETFの売買取引と設定・解約（交換）取引の連動構造を説明するための単純化したイメージ図です。

ETFでは、指定参加者が設定・解約（交換）取引を行ない、発行済口数を機動的に増減させることによって、
市場に高い流動性を提供することが可能です。
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ETFの流動性向上へ

流動性＝資産価値の交換の容易さ
証券市場においては、市場での取引のし易さ
市場の出来高が目安とされるが、取引時の価格が飛ばずに十分な量が取引できるか

2016年の金融審議会の答申（ＥＴＦの流動性向上）を受けて、東京証券取引所では
2018年7月2日よりETF市場におけるマーケットメイク制度を導入しました

売注文 値段 買注文
4 1005

1004
2 1003

1002
1001
1000
999
998
997 1
996
995 3

売注文 値段 買注文
1360 1005
900 1004
80 1003
200 1002
150 1001

1000 250
999 360
998 970
997 4600
996 3190
995 4530

※上記はETFの流動性を説明するための単純化したイメージ図です。

流動性の低いＥＴＦ 流動性の高いＥＴＦ

販売用資料
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東京証券取引所のETFのマーケットメイク制度とは

マーケットメイク
 マーケットメイカーと呼ばれる市場で流動性を提供することを主たる目的とした市

場参加者が、市場で気配値を提示し値付けを行う行為

 マーケットメイカーは、流動性を提供する証券（ＥＴＦ）の本来価値に、経費（取引所
への接続料、発注証券会社・証券保管機関へのフィー等）と利潤を併せたスプレッ
ドを載せて、気配値を提示し値付けを行います

東京証券取引所のＥＴＦマーケットメイク制度
 国内の自己売買を行う証券業者とＨＦＴ登録をした海外マーケットメイカーで、東京

証券取引所にマーケットメイカーとして指定を受けた者が、一定数以上のＥＴＦ銘
柄毎に定められたスプレッド/最低提示数量を、立ち合い時間の80％以上で提示
する義務を負う制度

 マーケットメイカーは、その見返りに、売買代金に比例する報償や、東京証券取引
所の接続料の一部免除等を受けます

※東証のマーケットメイカーとなった海外マーケットメイカーが、マーケットメイクをする
としたＥＴＦ銘柄については空売り規制の適用除外となります

販売用資料
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東京証券取引所のETFマーケットメイカー

※2019年9月末現在、東京証券取引所ＨＰより

販売用資料
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先物＝時価
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ETF
A株×株数×時価
B株×株数×時価

・
・

合計値÷発行済み口数
=理論値
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・
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気配の提示
・
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投
資
家

売買

貸借

ETFマーケットメイカーの働き

※上記はETFの売買取引と設定・解約（交換）取引・各市場の連動構造を説明するための単純化したイメージ図です。

貸借市場

貸借料金

東京証券取引所

売買

販売用資料
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マーケットメイカーがメイク指定していない銘柄について

例：上場インデックスファンド新興国債券（バークレイズLocal EM国債）（1566）

※楽天証券HPより

2019年10月10日 11：10 時点

※東京証券取引所ＨＰより

販売用資料

（2019年10月10日現在）
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ETFの現在理論純資産価格であるi-NAV（インディカティブ‐ナブ：推定純資産価格）
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A株×株数×終値
B株×株数×終値

・
・

・
・
・

合計値÷発行済み口数 ＝基準価額

ETF

設定・解約（交換）の価格

現在の売買の
参考にするには
陳腐化した価格

A株×株数×時価
B株×株数×時価

・
・

・
・
・

合計値÷発行済み口数 ＝i-NAV

ETF

現在の売買の参考にできる価格

Quick、Bloomberg、
東証ホームページで配信

i-NAV配信（15秒毎）により、売買成立が頻繁ではないETFについても適正取引価格の把握が容易に。

販売用資料
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i-NAV（インディカティブ‐ナブ：推定純資産価格）算出ETF一覧

13

販売用資料

No 銘柄コード 愛称 分類 設定・解約（交換）方式 取引単位（口）    

1 1308 上場TOPIX 日本株 現物 100  

2 1330 上場225 日本株 現物 10  

3 1358 上場日経2倍 日本株 金銭 1  

4 1399 上場高配当低ボラティリティ 日本株 現物 10  

5 1481 上場日本経済貢献 日本株 金銭 1  

6 1490 上場高配当低ボラティリティ（βヘッジ） 日本株 金銭 10  

7 1578 上場日経225（ミニ） 日本株 金銭 1  

8 1586 上場TOPIX（除く金融） 日本株 金銭 1  

9 1592 上場JPX日経400 日本株 金銭 1  

10 1698 上場高配当 日本株 現物 10  

11 1322 上場パンダ 外国株 金銭 10

12 1547 上場S&P500米国株 外国株 金銭 10  

13 1554 上場MSCI世界株 外国株 金銭 10

14 1680 上場MSCIコクサイ株 外国株 金銭 10

15 1681 上場MSCIエマージング株 外国株 金銭 10

16 2521 上場S&P500米国株（為替ヘッジあり） 外国株 金銭 10  

17 1486 上場米債（為替ヘッジなし） 外国債券 金銭 1  

18 1487 上場米債（為替ヘッジあり） 外国債券 金銭 1  

19 1566 上場新興国債 外国債券 金銭 1

20 1677 上場外債 外国債券 金銭 10

21 1345 上場Jリート リート 現物 100  

22 2552 上場Jリート（ミニ） リート 金銭 1  

23 1495 上場アジアリート 外国リート 金銭 10

24 1555 上場Aリート 外国リート 金銭 10

※2019年9月30日現在※iNAV Bloomberg Tickerが「－」となっている銘柄はiNAVが算出されていません。



ETFのコストについて
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ＥＴＦ投資のコストと収益（キャピタルゲインを除く）
販売用資料

信託報酬（委託会社・受託銀行分（代行なし））

指数ライセンス料（指数会社分）

上場費用（取引所）

監査料（監査法人）

証券売買コスト等（証券会社）

配当収入（株式からの配当金）
利金収入（債券の利払い）

貸株料（特定のＥＴＦのみ）

ネット分がＥＴＦの
分配原資
→課税対象

貸株から発生した配当（その他収益：特定のＥＴＦのみ）

投資家においてはＥＴＦ売買委託手数料（証券会社）がかかります。



保有ETFの活用について
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ＥＴＦ受益権の貸出
販売用資料

証
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等

ＥＴＦの貸付 ＥＴＦの貸付

借入料 借入料

貸付によって追加的な収益機会が期待できますが、ＥＴＦの貸付をする証券会社の
信用リスクを取ることになることはご留意ください。



日興アセットのETF
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日興アセットマネジメント
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日興アセット資本構成

その他
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改革の歴史

2001

上場225上場
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※1 上場日経２倍（1358）は上場225（1330）もしくは上場日経225（ミニ）（1578）に投資するため、これらのETFの組入れにかかる信託報酬率（年率）0.17325％（税抜
0.1575％）程度が、上場日経２倍（1358） そのものの信託報酬率（年率）0.605％（税抜0.55％）に加えて発生します。したがって、受益者が実質的に負担する信託報酬率は
、（年率）0.77825％（税抜0.7075％）程度となります。（上場225（1330）もしくは上場日経225（ミニ）（1578）を70％組入れると想定した場合の概算値です。受益者が
実質的に負担する信託報酬（年率）は、これらのETFの組入比率などにより変動します。）

※2 このETFの信託報酬率（年率）税抜0.15%と投資対象の「CSI300 インデックスファンド（適格機関投資家向け）」の信託報酬率（年率）税抜き0.15%と実質的に投資対象とす
る「E Fund CSI300 ETF」の信託報酬率（年率）税抜0.20％の合計値です。前者二つのみが消費税の課税対象となるため、税込では0.53%程度となります。

※3 このETFの信託報酬率（年率）税抜0.1%と投資対象のシンガポール籍外国投資信託 日興AM・ストレイツ・トレーディング・アジア（除く日本）リート シンガポールドル
建受益証券の信託報酬率（年率）税抜0.6%の合計値です。前者のみが消費税の課税対象となるため、税込では0.71%程度となります。

※ 個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。

分類
銘柄
コード

愛称 特徴 決算
信託報酬率

（年率）

1308  上場TOPIX  東証一部の全銘柄に投資  7月8日 0.0968%(税抜0.088%)

1330  上場225  日経平均に投資するＥＴＦ  7月8日 0.2475%(税抜0.225%)

1358  上場日経２倍  日経レバレッジインデックスに連動  7月10日 0.77825%(税抜0.7075%)※1

1399  上場高配当低ボラティリティ  高配当と低ボラティリティを目指すＥＴＦ  1月8日、4月8日、7月8日、10月8日 0.385%(税抜0.35%)

1481  上場日本経済貢献  設備・人材投資に積極的な企業に投資  1月8日、7月8日 0.165%(税抜0.15%)

1490  上場高配当低ボラティリティ（βヘッジ）  ロング・ショート戦略に連動  1月8日、4月8日、7月8日、10月8日 0.495%(税抜0.45%)

1578  上場日経225（ミニ）  小口投資が可能なＥＴＦ  1月8日、7月8日 0.2475%(税抜0.225%)

1586  上場TOPIX（除く金融）  ダブルギアリング規制を回避  1月8日、7月8日 0.0968%(税抜0.088%)

1592  上場JPX日経400  JPX日経400に投資、小口投資が可能  1月8日、7月8日 0.11%(税抜0.10%)

1698  上場高配当  高配当株（リートを含む）に投資  1月8日、4月8日、7月8日、10月8日 0.308%(税抜0.28%)

1322  上場パンダ  中国本土株（Ａ株）に投資  1月20日 0.53%(税抜0.50%)※２

1547  上場S&P500米国株  米国株に投資（為替ヘッジなし）  1月20日 0.165%(税抜0.15%)

1554  上場MSCI世界株  日本を除く全世界株に投資  1月20日 0.264%(税抜0.24%)

1680  上場MSCIコクサイ株  日本を除く先進国株に投資  1月20日 0.264%(税抜0.24%)

1681  上場MSCIエマージング株  新興国株式に投資  1月20日 0.264%(税抜0.24%)

2521  上場S&P500米国株（為替ヘッジあり）  米国株に投資（為替ヘッジあり）  1月20日 0.165%(税抜0.15%)

1486  上場米債（為替ヘッジなし）  米国債券に投資（為替ヘッジなし）  1月10日、7月10日 0.176%(税抜0.16%)

1487  上場米債（為替ヘッジあり）  米国債券に投資（為替ヘッジあり）  1月10日、7月10日 0.176%(税抜0.16%)

1566  上場新興国債  新興国の債券に投資  奇数月10日 0.495%(税抜0.45%)

1677  上場外債  先進国の債券に投資  毎月10日 0.275%(税抜0.25%)

1345  上場Jリート  日本のリートに投資  奇数月8日 0.33%(税抜0.30%)

2552  上場Jリート （ミニ）  小口で日本のリートに投資が可能なETF  偶数月８日 0.2695%(税抜0.245%)

1495  上場アジアリート  日本を除くアジアのリートに投資  1月20日、4月20日、7月20日、10月20日 0.71%(税抜0.70%)※３

1555  上場Aリート  豪州のリートに投資  奇数月10日 0.495%(税抜0.45%)

日本株

外国株

外国債券

外国リート

リート

※2019年9月30日現在
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当社ETFの連動指数リスク・リターン分析(３年)

※ すべて連動対象指数（配当込）をもとに算出。
※ リターン、リスクはともに年率換算値。
※ 上場日経2倍（1358）はリスク：32.29％、リターン：13.21％
※ 上記は過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※2019年10月31日時点

上場TOPIX(1308)

上場225(1330)

上場高配当低ボラティリティ(1399)

上場日本経済貢献(1481)

上場高配当低ボラティリティ（βヘッジ）(1490)

上場TOPIX（除く金融）(1586)

上場JPX日経400(1592)

上場高配当(1698)

上場パンダ(1322)

上場MSCI世界株(1554)
上場S&P500米国株(1547)

上場MSCIコクサイ株(1680)

上場MSCIエマージング株(1681)

上場米債（為替ヘッジなし）(1486)

上場米債（為替ヘッジあり）(1487)

上場新興国債(1566)

上場外債(1677)

上場Jリート(1345)

上場アジアリート(1495)

上場Aリート(1555)

上場S&P500米国株（為替ヘッジあり）(2521)

上場日経225（ミニ）(1578)

上場Jリート（ミニ）(2552)

-3%

0%

3%

6%

9%

12%

15%

18%

21%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

リ
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過去３年間における当社ETFのリスク・リターン分布図



日興アセットのホームページ（ＥＴＦ）
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情報サイトへのアクセス
販売用資料

（２０１９年９月３日現在）※上記の検索結果は、検索時期や検索する人によって異なることがあります。
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機関投資家から個人投資家まで
販売用資料

（２０１９年９月３日現在）

https://www.nikkoam.com/products/etf/

https://www.nikkoam.com/products/etf/we-love-etf/
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ツイッターでも情報を発信
販売用資料

（2019年10月15日現在）

https://twitter.com/nikkoam_ETF
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お問い合わせ先

28

＜ETFビジネス開発部＞

Tel ： 03-6447-6653

E-mail ： ETFBusinessDevelop@nikkoam.com

販売用資料

mailto:ETFBusinessDevelop@nikkoam.com
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ETFのご留意事項

■リスク情報
 投資信託は、投資元金が保証されているものではなく、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、市場取引価格または基

準価額は変動します。したがって、投資元金を割り込むことがあります。投資信託の運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様に帰属します。なお、投資信託は預
貯金とは異なります。

 投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なります。金融商品取引所に上場され公に取引さ
れますが、市場価格は、基準価額と変動要因が異なるため、値動きが一致しない場合があります。

■手数料等の概要

お客様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜取得・換金時にご負担いただく費用＞

お申込手数料 販売会社が独自に定める手数料とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。なお、当該手数料には消費税等相当額がかかります。

換金手数料 販売会社は、受益者が解約請求、交換を行なうとき、および受益権の買取りを行なうときは、当該受益者から、販売会社が定める手数料および当
該手数料にかかる消費税等相当額を徴収することができるものとします。
※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 上限0.6％

＜取引所における売買時にご負担いただく費用＞

売買手数料 取扱会社が独自に定める手数料とします。詳しくは、取扱会社にお問い合わせください。なお、当該手数料には消費税等相当額がかかります。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

信託報酬（年率） 上限0.77825％ （税抜0.7075％）

その他費用 組入有価証券の売買委託手数料、監査費用、立替金の利息、受益権の上場にかかる費用、標章の使用料および貸付有価証券関連報酬（有価証
券の貸付を行なった場合は、信託財産の収益となる品貸料に0.55（税抜0.5）以内（有価証券届出書提出日現在、0.55（税抜0.5））を乗じて得た額）など
※その他費用については、運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※上記手数料などの合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間などに応じて異なりますので、表示することができません。
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

《ご注意》

 手数料等につきましては、日興アセットマネジメントが運用するETFのうち、徴収するそれぞれの手数料等における最高の料率を記載しております。（当資料作成日現在）

 上記のリスク情報や手数料等の概要は、一般的な投資信託を想定しており、投資信託毎に異なります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）などをご覧ください。

■その他の留意事項

当資料は、投資者の皆様に弊社の運用するETFについてのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。投資信託は、預金や保険契約とは異なり、
預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当該ファンドを
お申込みの際には、契約締結前交付書面などを十分にお読みください。
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指数の著作権などについて①
「TOPIX」
• ＴＯＰＩＸの指数値およびＴＯＰＩＸの商標は、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、この指数の算出、指数値の公表、利用など株価指数に関するすべての権利およびＴＯＰＩＸの商標に

関するすべての権利は株式会社東京証券取引所が有します。
• 株式会社東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出もしくは公表の停止、またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停止を行なうこと

ができます。
• 株式会社東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの商標の使用に関して得られる結果について、何ら保証、言及をするものではありません。
• 株式会社東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、株式会社東京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値の算出

または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。
• 当ファンドは、TOPIXの指数値に連動した投資成果を目標として運用しますが、当ファンドの純資産価額とTOPIXの間にカイ離が発生することがあります。
• 当ファンドは、株式会社東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではありません。
• 株式会社東京証券取引所は、当ファンドの購入者または公衆に対し、当ファンドの説明、投資アドバイスをする義務を負いません。
• 以上の項目に限らず、株式会社東京証券取引所は、当ファンドの発行または売買に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

「東証配当フォーカス100指数」
• 東証配当フォーカス100指数の指数値及び東証配当フォーカス100指数の商標は、株式会社東京証券取引所（以下「㈱東京証券取引所」という。）の知的財産であり、指数値の算出、指数値

の公表、利用など東証配当フォーカス100指数に関するすべての権利・ノウハウ及び東証配当フォーカス100指数の商標に関するすべての権利は㈱東京証券取引所が有します。
• ㈱東京証券取引所は、東証配当フォーカス100指数の指数値の算出若しくは公表の方法の変更、東証配当フォーカス100指数の指数値の算出若しくは公表の停止又は東証配当フォーカス

100指数の商標の変更若しくは使用の停止を行なうことができます。
• ㈱東京証券取引所は、東証配当フォーカス100指数の指数値及び東証配当フォーカス100指数の商標の使用に関して得られる結果並びに特定日の東証配当フォーカス100指数の指数値に

ついて、何ら保証、言及をするものではありません。
• ㈱東京証券取引所は、東証配当フォーカス100指数の指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、㈱東京証券取引所は、東証配当フォーカス

100指数の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
• 当ファンドは、東証配当フォーカス100指数の指数値に連動した投資成果を目標として運用しますが、当ファンドの純資産価額と東証配当フォーカス100指数の間にカイ離が発生することがあ

ります。
• 当ファンドは、㈱東京証券取引所により提供、保証又は販売されるものではありません。
• ㈱東京証券取引所は、本件商品の購入者又は公衆に対し、本件商品の説明、投資のアドバイスをする義務を負いません。
• ㈱東京証券取引所は、当社又は本件商品の購入者のニーズを、東証配当フォーカス100指数の指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮するものではありません。
• 以上の項目に限らず、㈱東京証券取引所は本件商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

「TOPIX Ex-Financials」
• TOPIX Ex-Financialsの指数値およびTOPIXの商標は、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、この指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIX Ex-Financialsに関するすべての権

利・ノウハウおよびTOPIXの商標に関するすべての権利は株式会社東京証券取引所が有します。
• 株式会社東京証券取引所は、TOPIX Ex-Financialsの指数値の算出もしくは公表の方法の変更、TOPIX Ex-Financialsの指数値の算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしく

は使用の停止を行なうことができます。
• 株式会社東京証券取引所は、TOPIX Ex-Financialsの指数値およびTOPIX の商標の使用に関して得られる結果ならびに特定日のTOPIX Ex-Financialsの指数値について、何ら保証、言及を

するものではありません。
• 株式会社東京証券取引所は、TOPIX Ex-Financialsの指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、株式会社東京証券取引所は、TOPIX Ex-

Financialsの指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。
• 当ファンドは、株式会社東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではありません。
• 株式会社東京証券取引所は、当ファンドの購入者または公衆に対し、当ファンドの説明、投資のアドバイスをする義務を負いません。
• 株式会社東京証券取引所は、日興アセットマネジメント株式会社または当ファンドの購入者のニーズを、TOPIX Ex-Financialsの指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮するものではありま

せん。
• 以上の項目に限らず、株式会社東京証券取引所は当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。
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「日経平均レバレッジ・インデックス」
• 「日経平均レバレッジ・インデックス」は、株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり、株式会社日本経済新聞社は、「日経平均レバレッジ・

インデックス」自体および「日経平均レバレッジ・インデックス」を算定する手法、さらには、「日経平均レバレッジ・インデックス」を算出する際の根拠となる「日経平均株価」に対して、著作権
その他一切の知的財産権を有している。

• 「日経」および「日経平均レバレッジ・インデックス」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全て株式会社日本経済新聞社に帰属している。
• 当ファンドは、投資信託委託業者などの責任のもとで運用されるものであり、株式会社日本経済新聞社は、その運用および当ファンドの取引に関して、一切の責任を負わない。
• 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均レバレッジ・インデックス」および「日経平均株価」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負わ

ない。
• 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均レバレッジ・インデックス」および「日経平均株価」の計算方法など、その内容を変える権利および公表を停止する権利を有している。

「JPX日経インデックス400」
• 「ＪＰＸ日経インデックス４００」は、株式会社日本取引所グループ及び株式会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」という。）並びに株式会社日本経済新聞社（以下、「日経」と

いう。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」自体及び「ＪＰＸ日経インデックス４００指数」を算定す
る手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有している。

• 「ＪＰＸ日経インデックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全て「ＪＰＸグループ」及び「日経」に帰属している。
• 当ファンドは、投資信託委託業者等の責任のもとで運用されるものであり、「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、その運用及び当ファンドの取引に関して、一切の責任を負わない。
• 「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負わない。
• 「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス４００」の内容を変える権利及び公表を停止する権利を有している。

「東証REIT指数」
・東証REIT指数の指数値及び東証REIT指数の商標は、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、東証REIT指数の算出、指数値の公表、利用など東証REIT指数に関するすべての権
利・ノウハウ及び東証REIT指数の商標に関するすべての権利は株式会社東京証券取引所が有します。
・株式会社東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値の算出若しくは公表の方法の変更、東証REIT指数の指数値の算出若しくは公表の停止又は東証REIT指数の商標の変更若しくは使
用の停止を行うことができます。
・株式会社東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値及び東証REIT指数の商標の使用に関して得られる結果並びに特定日の東証REIT指数の指数値について、何ら保証、言及をするも
のではありません。
・株式会社東京証券取引所は、東証REIT指数の指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、株式会社東京証券取引所は、東証REIT指数の
指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
・本件商品は、株式会社東京証券取引所により提供、保証又は販売されるものではありません。
・株式会社東京証券取引所は、本件商品の購入者又は公衆に対し、本件商品の説明、投資のアドバイスをする義務を負いません。
・株式会社東京証券取引所は、当社又は本件商品の購入者のニーズを、東証REIT指数の指数値を算出する銘柄構成、計算に考慮するものではありません。
・以上の項目に限らず、株式会社東京証券取引所は本件商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。
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「FTSE世界国債インデックス」
「上場インデックスファンド海外債券（FTSE WGBI）毎月分配型」は日興アセットマネジメント株式会社より開発されております。またロンドン証券取引所グループ各社（以下「LSEグループ」）によっ
て出資、保証、販売または販売促進されるものではありません。FTSE RussellはLSEグループ会社の商号です。

FTSE世界国債インデックスのすべての権利はインデックス保有者であるLSEグループに帰属します。「FTSE®」、「FTSE Russell®」はLSEグループ会社の商標であり、ライセンスを保有するLSEグ
ループ会社によって使用されています。

FTSE世界国債インデックスはFTSE International Limited 、FTSE Fixed Income, LLCまたはその代理人によって計算されています。LSEグループのいかなる当事者も

(a)指数における誤りについて（過失の有無を問わず）何人にも責任を負いません。

(b)FTSE世界国債インデックスの投資、マーケティングまたは取引に関する義務または責任を何ら負うものではありません。

LSEグループはFTSE世界国債インデックスを使用した結果や、日興アセットマネジメント株式会社より使用されるあらゆる特定目的へのそれらの適合性についていかなる要求、予測、補償、表
明も行いません。

「S&P 米国債7-10 年指数」
「Standard & Poor‘s®」「S&P®」「スタンダード＆プアーズ」は、スタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービシーズ エル エル シーが所有する登録商標であり、日興アセットマネジメント株式
会社に対して利用許諾が与えられている。スタンダード＆プアーズは、「上場インデックスファンド米国債券(為替ヘッジあり)」および「上場インデックスファンド米国債券(為替ヘッジなし)」（以下「両
商品」）を支持、推奨、販売、販売促進するものではなく、また両商品への投資適合性についていかなる表明・保証・条件付け等するものではない。
両商品は、スタンダード＆プアーズ及びその関連会社（以下、「S&P」）によって支持、保証、販売又は販売促進されるものではない。S&P は、明示的にも暗示的にも、両商品の所有者もしくは一
般の者に対して、有価証券全般または両商品に関する投資について、またS&P 米国債7-10 年指数が市場全般のパフォーマンスに追随する能力について、何ら表明、条件付け又は保証するも
のではない。S&P の日興アセットマネジメント株式会社に対する唯一の関係は、S&P 及びS&P 米国債7-10 年指数の登録商標についての利用許諾を与えることである。S&P は、S&P 米国債7-
10 年指数に関する決定、作成及び計算において、日興アセットマネジメント株式会社又は両商品の所有者の要求等を考慮に入れずに行う。S&P は両商品の販売に関する時期、価格の決定、
又は両商品を現金に換算する式の決定もしくは計算に責任を負わず、また関わっていない。S&P は、両商品の管理、マーケティング又は取引に関する義務又は責任を何ら負うものではない。
S&P は、S&P 米国債7-10 年指数の計算及びその元になるデータの正確性や完全性を保証するものではない。S&P は、S&P 米国債7-10 年指数に含まれるいかなる誤り、欠落又は障害に対す
る責任を負わない。
S&P は、S&P 米国債7-10 年指数又はそれらに含まれるデータの使用により、日興アセットマネジメント株式会社、両商品の所有者又はその他の人や組織に生じた結果に対して、明示的にも暗
示的にも保証しない。S&P は、S&P 米国債7-10 年指数又はそれに含まれるデータに関して、商品性の保証や適合性について何ら保証するものではないことを明示し、かつそれに関して明示も
しくは暗示の保証を行わない。
以上のことに関わらず、特定の、罰則的、間接的あるいは結果的な損害（利益の損失を含む）について、仮にその可能性について事前に通知されていたとしても、S&P が責任を負うことはない。

「日経平均株価（日経225）」
• 「日経平均株価」は、株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり、株式会社日本経済新聞社は、「日経平均株価」自体および「日経平均株

価」を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有している。
• 「日経」および「日経平均株価」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全て株式会社日本経済新聞社に帰属している。
• 当ファンドは、投資信託委託会社などの責任のもとで運用されるものであり、株式会社日本経済新聞社は、その運用および当ファンドの取引に関して、一切の責任を負わない。
• 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均株価」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負わない。
• 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均株価」の構成銘柄、計算方法、その他「日経平均株価」の内容を変える権利および公表を停止する権利を有している 。



■当資料は、投資者の皆様に「上場インデックスファンド」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した
販売用資料です。

指数の著作権などについて④

33

販売用資料

「CSI300指数」
CSI指数は、中証指数有限公司（China Securities Index Co.,LTD）によって計算されます。中証指数有限公司、上海証券取引所および深セン証券取引所はCSI300指数の正確性を確保するため
に一切の必要な手段を講じます。しかしながら、中証指数有限公司、上海証券取引所および深セン証券取引所は、過失の有無にかかわらず、CSI300指数のいかなる誤りについて、いかなる者
に対しても責任を負わず、中証指数有限公司、上海証券取引所および深セン証券取引所は、CSI300指数のいかなる誤りについても、いかなる者に対しても通知する義務を負いません。指数に
かかわる価値や銘柄リストといった著作権は中証指数有限公司に属します。

「MSCI-KOKUSAIインデックス」「MSCI エマージング・マーケット・インデックス」「MSCI ACWI ex JAPAN インデックス」「MSCIジャパンIMIカスタ
ム高流動性高利回り低ボラティリティ指数」 「MSCIジャパンIMIカスタムロングショート戦略85%＋円キャッシュ15%指数」
本ファンドは、MSCI Inc.(「MSCI」)、その関連会社、情報提供者その他MSCI指数の編集、計算または作成に関与または関係した第三者(以下、総称して「MSCI関係者」という。)によって支持、保
証、販売または販売促進されるものではない。MSCI指数は、MSCIの独占的財産とする。MSCIおよびMSCI指数の名称は、MSCIまたはその関連会社のサービスマークであり、日興アセットマネジ
メント株式会社による特定の目的のために使用が許諾されている。MSCI関係者は、本ファンドの発行会社もしくは所有者、またはその他の者もしくは組織に対して、ファンド全般もしくは本ファン
ド自体に対する投資適合性、または対応する株式市場の利回りを追跡するMSCI指数の能力につき、明示的か黙示的かを問わず何ら表明または保証するものではない。MSCIまたはその関連
会社は、特定の商標、サービスマークおよび商号、ならびに、本ファンドまたは本ファンドの発行会社、所有者その他の者もしくは組織とは関係なくMSCIが決定、編集し計算したMSCI指数のライ
センサーである。いずれのMSCI関係者も、MSCI指数の決定、編集または計算にあたり、本ファンドの発行会社もしくは所有者、またはその他の者もしくは組織の要望を考慮する義務を負わない。
いずれのMSCI関係者も、本ファンドの発行時期、発行価格もしくは発行数量の決定、または、本ファンドを現金に換算する方程式もしくは本ファンドの換算対価の決定もしくは計算について責任
を負うものではなく、また、関与もしていない。また、いずれのMSCI関係者も、本ファンドの発行会社もしくは所有者、またはその他の者もしくは組織に対して、本ファンドの管理、マーケティングま
たは募集に関するいかなる義務または責任も負わない。
MSCIは、自らが信頼できると考える情報源からMSCI指数の計算に算入または使用するための情報を入手するが、いずれのMSCI関係者も、MSCI指数またはそれに含まれるデータの独創性、
正確性および/または完全性について保証するものではない。いずれのMSCI関係者も、明示的か黙示的かを問わず、本ファンドの発行会社もしくは所有者、またはその他の者もしくは組織が、
MSCI指数またはそれに含まれるデータを使用することにより得られる結果について保証を行なわない。いずれのMSCI関係者も、MSCI指数またはそれに含まれるデータの、またはそれに関連す
る誤り、欠落または中断について責任を負わない。また、MSCI指数およびそれに含まれるデータの各々に関し、いずれのMSCI関係者も明示的または黙示的な保証を行なうものではなく、かつ
MSCI関係者は、それらに関する市場性または特定目的適合性に係る一切の保証を明示的に否認する。上記事項を制限することなく、直接的損害、間接的損害、特別損害、懲罰的損害、結果
的損害その他あらゆる損害(逸失利益を含む。)につき、仮にその可能性について通知されていた場合であろうとも、MSCI関係者は、かかる損害について責任を負わない。
本有価証券、本商品もしくは本ファンドの購入者、販売者もしくは所有者、またはその他いかなる者もしくは組織も、MSCIの承認が必要か否かの確認を事前にMSCIに求めることなく、本有価証
券を支持、保証、販売または販売促進するためにMSCIの商号、商標またはサービスマークを使用したり、それらに言及したりしてはならない。いかなる者または組織も、MSCIの書面による承認
を事前に得ることなくMSCIとの関係を主張してはならない。MSCIジャパンIMIカスタムロングショート戦略85%＋円キャッシュ15%指数は日興アセットマネジメント株式会社から提供されるファクター
に基づき、MSCIジャパンIMIカスタム高流動性高利回りボラティリティ指数とMSCIジャパンIMI指数を合成したものである。

「FTSE EPRA/NAREIT アジア（除く日本）リート10％キャップ指数」
• FTSE インターナショナルリミテッド（FTSE）、ロンドン証券取引所（LSEG）、ユーロネクストN.V.（Euronext）、欧州不動産協会（EPRA）、全米不動産投資信託協会（NAREIT）（以上を総称して、

以下、ライセンス提供者と言う）は「上場インデックスファンドアジアリート」を支持、推奨、販売、販売促進するものではなく、ライセンス提供者のいずれもFTSE EPRA/NAREIT アジア（除く日
本）リート10％キャップ指数（以下、本指数と言う）を使用して得られる結果或いは将来における特定の時点のインデックス値について、明示的にも暗示的にも、いかなる保証や表明を行なう
ものではありません。本指数はFTSEによって編集および計算されていますが、ライセンス提供者のいずれも、過失の有無によらず、本指数の誤りに対して一切責任を負うものではなく、誤り
に関して助言を行なう義務を負うものではありません。

• FTSE®はロンドン証券取引所の、NAREIT®は全米不動産投資信託協会の、EPRA®は欧州不動産協会の商標であり、FTSEがライセンスに基づき使用しています。
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「ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・10％国キャップ・インデックス 」
ブルームバーグ（BLOOMBERG）は、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピー（Bloomberg Finance L.P.）の商標およびサービスマークです。バークレイズ（BARCLAYS）は、ライセンスに基づき使
用されているバークレイズ・バンク・ピーエルシー（Barclays Bank Plc）の商標およびサービスマークです。ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と
総称します。）またはブルームバーグのライセンサーは、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスに対する一切の独占的権利を有しています。
ブルームバーグ、ならびに、バークレイズ・バンク・ピーエルシーおよびバークレイズ・キャピタル・インク（Barclays Capital Inc.）ならびに両社の関係会社（以下「バークレイズ」と総称します。）のい
ずれも、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスに関連するいかなるデータおよび情報の適時性、正確性および完全性について保証するもの
ではなく、また、明示黙示を問わず、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスならびにこれに関連するいかなるデータおよび価格、ならびにこれ
らから得ることのできる結果について保証するものではなく、これらに関する一切の商品性および特定の目的への適合性の保証を明示的に否認します。インデックスに直接投資することはでき
ません。バックテストされたパフォーマンスは、実際のパフォーマンスではありません。過去のパフォーマンスは、将来の結果の見通しではありません。法律上認められる最大限度で、ブルーム
バーグおよびブルームバーグのライセンサー、ならびにそれらの従業員、業務委託先、代理人、サプライヤーおよびベンダーのそれぞれは、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市
場国債・１０％国キャップ・インデックスまたはこれに関連するデータもしくは価格に関係して生じる侵害または損害について、直接的、間接的、結果的、付随的、懲罰的またはその他の侵害また
は損害であるかにかかわらず、また、これらの者の過失またはその他に起因するものであるかを問わず、何らの債務も責任も負いません。本書は、金融商品に関する助言ではなく、事実に関す
る情報を提供するものです。ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスのいかなる部分も、金融商品の勧誘ではなく、ブルームバーグまたはその
関係会社もしくはライセンサーによる投資の助言または投資の推奨（すなわち、特定の権利に関して、「買い」、「売り」、「保持」またはその他の取引を行うか否かについての推奨）あるいは投資
その他の戦略についての推奨ではなく、また、そのような勧誘、投資の助言、投資の推奨あるいは投資その他の戦略についての推奨と解釈されてはなりません。ブルームバーグ・バークレイズ
自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスから得られるデータおよびその他の情報は、投資判断を基礎付けるのに十分な情報であると考えられるべきではありません。ブルー
ムバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスによって提供される全ての情報は一般的なものであり、特定の者、法人または集団のニーズに応じるものでは
ありません。ブルームバーグおよびブルームバーグの関係会社は、証券またはその他の権利の将来の価値または予想される価値について何らの意見も表明するものではなく、また、明示黙示
を問わず、いかなる種類の投資戦略の推奨も提案も行うものではありません。さらに、バークレイズは、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックス
の発行者または作出者ではなく、また、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスへの投資家に対して何らの責任も義務も負いません。ブルーム
バーグは、自己のために、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスについてまたはこれに関連してバークレイズと取引を行う場合がありますが、
ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスへの投資家は、バークレイズとの間にいかなる関係も結ぶものではなく、また、バークレイズはブルーム
バーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスまたはブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスに含まれるい
かなるデータについても支持し、保証し、販売しまたは促進するものではなく、バークレイズは、ブルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスまたはブ
ルームバーグ・バークレイズ自国通貨建て新興市場国債・１０％国キャップ・インデックスに含まれるデータの適否または利用に関するいかなる表明も行うものではありません。お客様は、金融に
関する意思決定を行うに先立ち、独自に助言を受けることを考慮されるべきです。©2016 Bloomberg Finance L.P. All rights reserved.

「S&P500指数」
「Standard & Poor’s®」「S&P®」「スタンダード＆プアーズ」は、スタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービシーズ エル エル シーが所有する登録商標であり、日興アセットマネジメント株式
会社に対して利用許諾が与えられています。スタンダード＆プアーズは、「上場インデックスファンド米国株式（S&P500）」および「上場インデックスファンド米国株式（S&P500）為替ヘッジあり」（以
下、「本商品」）を支持、推奨、販売、販売促進するものではなく、また本商品への投資適合性についていかなる表明・保証・条件付け等するものではありません。
本商品は、スタンダード＆プアーズ及びその関連会社（以下、「S&P」）によって支持、保証、販売又は販売促進されるものではない。S&P は、明示的にも暗示的にも、本商品の所有者もしくは一
般の者に対して、有価証券全般または本商品に関する投資について、またS&P500指数が市場全般のパフォーマンスに追随する能力について、何ら表明、条件付け又は保証するものではない。
S&P の日興アセットマネジメント株式会社に対する唯一の関係は、S&P 及びS&P500指数の登録商標についての利用許諾を与えることである。S&P は、S&P500指数に関する決定、作成及び計
算において、日興アセットマネジメント株式会社又は本商品の所有者の要求等を考慮に入れずに行なう。S&P は本商品の販売に関する時期、価格の決定、又は本商品を現金に換算する式の
決定もしくは計算に責任を負わず、また関わっていない。S&P は、本商品の管理、マーケティング又は取引に関する義務又は責任を何ら負うものではない。
S&P は、S&P500指数の計算及びその元になるデータの正確性や完全性を保証するものではない。S&Pは、S&P500指数に含まれるいかなる誤り、欠落又は障害に対する責任を負わない。S&P
は、S&P500指数又はそれらに含まれるデータの使用により、日興アセットマネジメント株式会社、本商品の所有者又はその他の人や組織に生じた結果に対して、明示的にも暗示的にも保証しな
い。S&P は、S&P500指数又はそれに含まれるデータに関して、商品性の保証や適合性について何ら保証するものではないことを明示し、かつそれに関して明示もしくは暗示の保証を行なわな
い。以上のことに関わらず、特定の、罰則的、間接的あるいは結果的な損害（利益の損失を含む）について、仮にその可能性について事前に通知されていたとしても、S&P が責任を負うことはな
い。
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「S&P/ASX200 A-REIT指数」
「Standard & Poor’s®」及び「S&P®」は、スタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービシーズ エル エルシー(“S&P”)の所有する登録商標であり、ASX®はthe ASX Operations Pty Ltd 
(“ASX”)の所有する登録商標です。
これらは日興アセットマネジメント株式会社に対して利用許諾が与えられています。S&P 及びASX、もしくはその関係会社は、「上場インデックスファンド豪州リート（S&P/ASX 200 A-REIT）（以下、
本商品）」を支持、推奨、販売、販売促進するものではなく、また本商品の投資適合性についていかなる表明・保証・条件付け等するものではありません。本商品は、スタンダード＆プアーズ フィ
ナンシャル サービシーズ エルエルシー及びその関連会社（以下、S&P）、またTHE ASX OPERATIONS PTY LTD 及びその関連会社(以下、ASX)によって支持、保証、販売又は販売促進されるも
のではありません。
S&P 及びASX は、規定どおりに、明示的にも暗示的にも、本商品の所有者もしくは一般の者に対して、有価証券全般または本商品に関する投資について、もしくは本商品が金融市場のパ
フォーマンスに追随する、そして/もしくは明示された投資目的を達成する、そして/もしくは投資戦略の成功の基礎を構築する能力について、何ら表明、条件付け又は保証するものではありませ
ん。S&P とASX が日興アセットマネジメント株式会社に対する唯一の関係は、S&P 及びASX が日興アセットマネジメント株式会社又は本商品に関係なく決定、作成及び計算する本指数及びそ
の登録商標についての利用許諾を与えることです。S&P 及びASX は、「S&P/ASX 200 A-REIT指数」（以下、本指数）の決定、作成及び計算において、日興アセットマネジメント株式会社の要求
等を考慮に入れる義務を負うものではありません。S&P 及びASX は当ファンドのアドバイザーではなく、本商品の販売に関する時期、価格の決定、又は本商品を現金に換算する式の決定もしく
は計算に責任を負わず、また関わっていません。
S&P 及びASX は、本商品の管理、マーケティング又は取引に関する義務又は責任を何ら負うものではありません。S&P 及びASX は、本指数の計算及びその元になるデータの正確性や完全性
を保証するものではありません。S&P 及びASX は、本指数に含まれるいかなる誤り、欠落又は障害に対する責任を負いません。
S&P 及びASX は、本指数又はそれらに含まれるデータの使用により、日興アセットマネジメント株式会社、本商品の所有者又はその他の人や組織に生じた結果に対して、明示的にも暗示的に
もなんら保証、条件付け、表明しません。S&P 及びASX は、本指数又はそれに含まれるデータに関して、商品性の保証や適合性についてなんら保証するものではないことを明示し、かつそれに
関して明示もしくは暗示の保証、表明、条件付けを行いません。
以上のことに関わらず、又はそれらに含まれるデータの使用による特定の、罰則的、間接的あるいは結果的な損害（利益の損失を含む）について、仮にその可能性について事前に通知されてい
たとしても、S&P 及びASX が責任を負うことはありません。

「JPX/S&P 設備・人材投資指数」
JPX/S&P 設備・人材投資指数はS&P ダウ・ジョーンズ・インデックスまたはその関連会社（「SPDJI」）、株式会社日本取引所グループ（「JPX」）および株式会社東京証券取引所（「東証」）の商品
であり、これを利用するライセンスが日興アセットマネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®およびS&P®はStandard & Poor’s Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標
で、Dow Jones®はDow Jones Trademark Holdings LLC（「Dow Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾するサブライセンスが日興
アセットマネジメント株式会社にそれぞれ付与されています。JPX®はJPXの登録商標であり、これを利用するライセンスがSPDJIおよび日興アセットマネジメント株式会社に付与されています。上
場インデックスファンド日本経済貢献株は、SPDJI、Dow Jones、S&P、それぞれの関連会社、JPXまたは東証によってスポンサー、保証、販売、または販売促進されているものではなく、これら関
係者のいずれも、かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行なわず、JPX/S&P 設備・人材投資指数に関するデータの誤り、欠落、または中断に対して一切の責任も負いません。
東証株価指数（TOPIX ）は、東証の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび東証株価指数(TOPIX)の商標または標章に関するす
べての権利は東証が有しています。
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